
東京都は、平成１８年度に、従来の官庁会計に一般的な複式簿記・発生主義会
計の考え方を加えた新たな公会計制度を導入しました。日々の会計処理の際に、
１件、１件、複式簿記の仕訳を行うことにより、多様な財務諸表を迅速かつ正確
に作成することが可能となりました。平成１９年９月には、その新制度による初
の財務諸表（平成１８年度決算）を公表しました。
一方、総務省は、地方自治体に対し公会計の整備について、「地方公共団体財
政健全化法の施行も踏まえれば、早期の作成に着手し、平成２０年度決算に基づ
き平成２１年度に財務書類を公表することが重要」と要請しています。
財務諸表の精度を高め、多様な財務諸表を迅速に作成するためには、複式簿
記・発生主義会計を導入し本格的な財務諸表の作成に取り組むことが必要です。
そこで、東京都の新公会計制度に準じた方式（以下「東京都方式」という。）の
導入をお勧めします。本冊子では、その導入手順と標準的なスケジュールをお示
ししています。また、過渡的な取組として、東京都の財務諸表とほぼ同様の財務
諸表を官庁会計決算の組替により作成する、「東京都方式簡易版」についてもご
参考までにご紹介しています。なお、東京都方式簡易版でも、総務省の要請に対
応することが可能です。
紙面に限りがあるためそれぞれの内容は概要に留まっておりますので、詳細に
ついては、裏表紙の問合わせ先までお気軽にご照会・ご相談ください。

～地方公会計の整備促進に向けて～

（参考）東京都方式（簡易モデル）の作成について

１ 東京都会計基準

２ 東京都の財務会計システム

３ 決算作業

４ 監査・議会など

正味財産変動計算書
キャッシュ・フロー

計算書

行政コスト計算書貸借対照表

都の財務諸表

有形固定資産及び
無形固定資産附属明細書

注 記

東京都の新公会計制度

東京都の新公会計制度へ

東京都方式の導入に向けて

５ 東京都方式の導入手順

６ 【参考】東京都方式簡易版の紹介
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行政財産のうち、都民生活や都市活動に必要不可欠な
社会資本である、道路、橋梁、港湾、漁港、空港及び
鉄道は、「インフラ資産」として区分計上

貸借対照表で、資産の状況を行政活動の実態に合わせ
て的確に表すことができます。

東京都会計基準の特色
Ⅰ 民間の企業会計基準に準拠

東京都会計基準とは
従来の官庁会計に複式簿記・発生主義会計を導入するための具体的・統一的

な基準です。国際公会計基準と基本的な考え方が同じです。東京都では、東京
都会計基準に基づき一般会計及び特別会計の財務諸表を作成しています。

Ⅲ 事業別財務諸表の作成が可能

①財務諸表（貸借対照表、行政コスト計算書、キャッシュ・フロー計算書及び正味財産
変動計算書）が住民にとってわかりやすいものになっています。
②本格的な財務諸表であるため、民間企業の財務諸表などとの比較が容易にできます。

１ 東京都会計基準

貸借対照表

資産 負債

正味財産

行政財産

普通財産

インフラ資産

（例１）将来の収入を見込めない資産が存在

～東京都の新公会計制度～

（例２）予算統制の重要性

・行政収入の勘定科目体系に、歳入予算科目の「款」
に準じた分類を採用

・行政費用の勘定科目体系に、東京都の予算で用いら
れている性質別の科目分類を採用

予算と決算との対比が容易にできます。

行政コスト計算書

行政費用 行政収入

地方税

使用料及
手数料

給与関係費

物件費

扶助費

補助費等

Ⅱ 行政の特質を考慮

日々の会計処理の際に、管理事業コードを入力することにより、複数の事業別財務
諸表を迅速かつ正確に作成できます。これにより、財務諸表を個別の事業の改善・見
直しに活かすことができます。
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２ 東京都の財務会計システム

システムによる事務の流れ

システムの概念図
官庁会計の処理に連動し、日々の会計処理の段階
から自動的に複式簿記・発生主義会計のデータを蓄
積し、財務諸表を作成します。

決算情報

歳入管理 複式処理

【凡例】
複式簿記・発生主義会計に係る

サブシステム

予算執行
管理

決算管理
歳入歳出外
現金管理

物品管理

歳出管理

歳入情報

予算情報

歳出情報

予算情報

資金管理

支払情報

歳出情報

歳入情報
物品情報

従来の官庁会計（単式簿記・現金主義会計）
に係るシステム

情報の流れ

・一般的な複式簿記処理
＋

・官庁会計から複式への
変換処理

～東京都の新公会計制度～

現

行

官

庁

会

計

複

式

簿

記

・

発

生

主

義

会

計

予 算 編 成

予算書

執 行 年 度 末 決 算

現 金 収 支 の 入 力

給料 15,000

工事費 300,000

委託料 20,000

合計 335,000

決 算 書

財 務 諸 表

借方 貸方
委託料 未払金

20,000 20,000

未払金 現金
20,000 20,000

借方 貸方
委託料 未払金

20,000 20,000

未払金 現金
20,000 20,000

複 式 仕 訳

資 産 管 理 シ ス テ ム

東京都発行債券
 証券番号
１１２９４９
￥1,000,000

公 債 管 理 シ ス テ ム

細事業コード
節・細節

歳入略科目コード

複 式 情 報 の 入 力
東京都高度情報化
システム端末

新 財 務 会 計 シ ス テ ム

正味財産変動計算書

キャッシュ・フロー計算書

行政コスト計算書
貸借対照表

借方 貸方

流動資産 流動負債

預金 300,000 都債 490,000
・ ・
・ 固定負債

固定資産 引当金 30,000
建物 250,000

・ 正味財産
・ 12,000

複式情報の蓄積
（大部分は自動処理）

減価償却費・除却損等
の非現金収支情報

金 利 等

現

行

官

庁

会

計

複

式

簿

記

・

発

生

主

義

会

計

予 算 編 成

予算書

執 行 年 度 末 決 算

現 金 収 支 の 入 力

給料 15,000

工事費 300,000

委託料 20,000

合計 335,000

決 算 書

財 務 諸 表

借方 貸方
委託料 未払金

20,000 20,000

未払金 現金
20,000 20,000

借方 貸方
委託料 未払金

20,000 20,000

未払金 現金
20,000 20,000

複 式 仕 訳

資 産 管 理 シ ス テ ム

東京都発行債券
 証券番号
１１２９４９
￥1,000,000

公 債 管 理 シ ス テ ム

細事業コード
節・細節

歳入略科目コード

複 式 情 報 の 入 力
東京都高度情報化
システム端末

新 財 務 会 計 シ ス テ ム

正味財産変動計算書

キャッシュ・フロー計算書

行政コスト計算書
貸借対照表

借方 貸方

流動資産 流動負債

預金 300,000 都債 490,000
・ ・
・ 固定負債

固定資産 引当金 30,000
建物 250,000

・ 正味財産
・ 12,000

複式情報の蓄積
（大部分は自動処理）

減価償却費・除却損等
の非現金収支情報

金 利 等

財務会計システム
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資産管理システムの
データとの照合

財務会計システムの
データの点検

引当金の計上・
固定から流動へ
の振替

注
記
の
作
成

出納閉鎖
決算凍結後

３ 決算作業

作業の流れ

資産管理システムのデータとの照合

出
力 照合・訂正

作業

財産情報

・現金情報
・非現金情報

財産情報システム

出力

正味財産変動
計算書

キャッシュ・
フロー計算書

行政コスト
計算書

貸借対照表

財務会計システム

公有財産の管理

・財産ごとに取得価格
を管理

・現金を伴う異動

・現金を伴わない異動
（除却・受贈等）

財務諸表

現金収支

・資産形成に係る
現金支出

・非現金情報のみ
自動仕訳発生

残高照合表

残高照合の結果、差額が
生じた場合は財産情報シ
ステムや財務会計システ
ムで訂正作業を行いま
す。

Ｎ年４月１日～Ｎ＋１年５月３１日 Ｎ＋１年６月１日～８月上旬（約２ヶ月間）

～東京都の新公会計制度～

勘 定 科 目
財産情報シス
テム残高

財務諸表残高 差 額

建 物 ××× ××× 0

工 作 物 ××× ××× ××

土 地 ××× ××× 0

○ ○ ○ ○ ××× ××× 0
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４ 監査・議会など

財務諸表と議会対応～主な作成書類とその位置づけ

監査

財務諸表の決算審査に関
する直接的な法的根拠が
ない

そこで・・・
地方自治法第１９９条（事務の執行及び
経営に係る事業の管理についての監査）
を根拠とした監査の実施

正確な財務諸表を作成するために

東京都では、正確な財務諸表を作成するために「財務諸表作成事務取扱要綱」を
定めています。また、財務諸表に計上する主な資産や減価償却の考え方などを明確
にした「固定資産管理基準」等を定めています。

作成する財務諸表の正確性を確保するために、主に資産に係る複式仕訳が正しく
行われているかを確認・指導する「複式検査」を実施しています。

職員が円滑に決算作業を行うことができるよう、毎年「決算作業説明会」を開催
しています。また、各種マニュアル（財務諸表作成要領、財産照合マニュアル、物
品照合マニュアル、仕訳チェックマニュアル等）を配付し、職員への周知を行って
います。さらに、仕訳の訂正方法などを庁内の電子掲示板に掲載しており、決算作
業だけでなく日々の会計処理の段階から、すべての職員が複式簿記・発生主義会計
に関する知識を得ることができる環境を整えています。

①要綱などの策定

②職員への周知

③複式検査の実施

③主要施策の成果
地方自治法に基づく既存の主要施策
の成果に事業別財務諸表の情報を付
加し、都議会本会議へ提出

～東京都の新公会計制度～

④年次財務報告書
都財政全体の財務情報を分析・公表
（民間企業のアニュアルレポートに相当）

②決算参考書（部局別財務諸表）
決算特別委員会分科会へ局別財務諸表等
を決算参考書として提出

①決算参考書（会計別財務諸表）
都議会本会議へ会計別財務諸表等を決算
参考書として提出
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検討事項等

（ア）新公会計制度を導入する目的の確認
東京都の新公会計制度は、住民に対する説明責任を一層果たすとともに、行政運営に当たり「経営」

の視点を確立することを目的としています。新公会計制度を導入するに当たっては、このような導入目
的を組織全体として確認する必要があります。

①導入初期段階での取組

②会計実務上の課題
（ア）各自治体の業務に合わせて、パッケージソフトを調整する必要があるため、業務の流れを精査
します。

（イ）会計基準の作成及び規則等の改正、マニュアル等の整備を行います。 東京都の事例を参考にす
ることで事務負担を軽減できます。

③財産管理上の課題

※東京都においては、従来の財産や物品管理の業務の流れをなるべく変えずに複式簿記・発生主義を
導入することを念頭に置きました。財産の登録や除却の基準、減価償却の際の耐用年数などは、従来
の資産管理基準との整合性を図りました。

複式簿記を導入するに当たって資産台帳の整備を行う必要があります。財産の登載漏れ・取得価額
の決定など、最も手数のかかることが予想されます。

④財務会計システム再構築（執行系）
パッケージソフトを導入する際においても、各自治体の業務を反映させるための調整作業が必要で

す。また、他のシステムとの連携確認も重要です。

⑤その他のシステム整備・連携確認
予算系システム・財産系システム・公債管理システム・債権管理システムなどの関連システムとの

連携確認を行う段階です。

⑥職員研修
複式簿記・発生主義会計に関する職員向けの研修を行います。複式簿記に関する研修は、導入時だけ

でなく、継続的に行う必要があります。

※東京都においてはシステム稼働前年度には、システムの操作研修を行いました。また、導入初年度・
翌年度は、経理担当者向けに全体説明会を行いました。

⑦検討体制

※東京都においては公会計制度に関する専門委員会を設置し、随時、諮問しています。委員会の委員
には、公認会計士３名を含みます。

５ 東京都方式の導入手順

各部署との連携が必要となるため、組織横断的な検討体制が必要となります。また、専門家の支援
も考慮する必要があります。

東京都方式を導入するためには、庁内の多数の部署が連携を図りながら、様々な検討
を重ね、準備を行う必要があります。以下に、東京都方式を導入するに当たっての手順
をお示しします。東京都は、導入に係るノウハウ及びシステムの提供を行います。

（イ）財務諸表作成単位の決定
東京都の新公会計制度は、歳出目を財務諸表の最小単位としています。財務諸表の単位を細分化すれ

ばより細かい事業の単位で財務諸表を分析・活用できますが、現金収支だけでなく資産や負債などの
データも細分化して管理する必要が生じます。初期の段階において、どの単位を財務諸表の最小単位と
するか決める必要があります。

～東京都方式の導入に向けて～
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導入に向けてのスケジュール
パッケージソフト導入を前提とした全体スケジュールを示しています。本スケジュー
ルは本格稼働の２年前から準備する標準的なものです。自治体の規模や資産台帳の整備
状況等により、この期間は異なります。

～東京都方式の導入に向けて～

Ｎ－２年度 Ｎ－１年度 Ｎ年度 Ｎ＋１年度

①導入初期段階での取組 本格実施

新公会計制度を導入する目的の確認

財務諸表作成単位の決定

②会計実務上の課題

業務フローの確認

会計基準の策定

会計事務規則への反映

「仕訳の手引き」等実務マニュアルの整備

③財産管理上の課題

資産関係の管理基準の整理・検討

開始貸借対照表データ調査・作成

資産管理システムの整備

④財務会計システム再構築（執行系） 本稼働

仕様決定・契約

製造／試験

データ移行

⑤その他のシステム整備・連携確認

予算・財産・債権系システムとの連携確認

⑥職員研修

公会計制度に関する啓発・導入研修

全体説明会 全体説明会 全体説明会

システム操作研修

⑦検討体制

公会計制度改革委員会による検討

項 目

研
修
・
検
討
体
制

課

題

の

検

討

と

解

決
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東京都方式を導入するためには、「５ 東京都方式の導入手順」にありますように相
当の準備が必要となります。そこで、東京都方式を導入するまでの過渡的な取組とし
て、東京都の財務諸表とほぼ同様の財務諸表をたやすく作成する方法を「東京都方式簡
易版」としてご紹介します。

【様式上の相違点】

（東京都方式）貸借対照表

流動資産 流動負債

固定負債

正味財産

３投資その他の資産

固定資産

１行政財産
建物
工作物
土地

２普通財産

（簡易版）貸借対照表

流動資産 流動負債

固定負債

正味財産

固定資産

１土地
（内訳なし）

２償却資産
（内訳なし）

３投資その他の資産

東京都方式簡易版

従来の総務省方式及び総務省方式改訂モデルが、「地方財政状況調査表（決算統
計）」等を基本データとして作成されるのと同様に、東京都方式簡易版も決算統計等か
ら直接、作成することができます。

６ 【参考】東京都方式簡易版の紹介
（１） 東京都方式簡易版とは

（１）貸借対照表の組替
改訂モデルの貸借対照表及び有形固定資産明細から東京都方式簡易版の貸借対照表を作

成します。財務諸表表示科目を一部変更するのみとなります。

（２）行政コスト計算書及び正味財産変動計算書の組替
東京都会計基準では、税収を行政コスト計算書に計上するものとしているため、改訂

モデルの純資産変動計算書に計上されている地方税、地方交付税を東京都方式簡易版の
行政コスト計算書に計上する必要があります。

【改訂モデルから東京都方式簡易版への組替】

まず改訂モデルにより財務諸表を作成した後に、東京都方式簡易版の財務諸表に組
み替えることも可能です。

【決算統計からの作成方法】

～東京都方式の導入に向けて～
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（２） 東京都方式簡易版の作成イメージ

※作成方法の詳細については、裏表紙の問合せ先までご照会ください。

Ｎ年度 （単位：千円）

資産の部 負債の部

Ⅰ 流動資産 Ⅰ 流動負債

現金預金 ① 地方債 ⑧

収入未済 ②

Ⅱ 固定資産 Ⅱ 固定負債

有形固定資産 地方債 ⑨

土地 ③ 退職給与引当金 ⑩

償却資産 ④

インフラ資産

土地 ⑤

償却資産 ⑥ 正味財産の部

投資その他の資産 正味財産

有価証券及び出資金 ⑦ （うち当期正味財産増減額）

簡易版の貸借対照表

科 目 科 目

資産の部合計 負債及び正味財産の部合計

Ｎ年度 （単位：千円）

総 額

行政収入

地方税 ①
地方譲与税 ②
分担金及負担金 ③
使用料及手数料 ④

行政費用

人件費 ⑤
物件費 ⑥
維持補修費 ⑦
扶助費 ⑧
減価償却費 ⑨
退職給与引当金繰入額 ⑩

金融費用

公債費（利子） ⑪
通常収支差額

特別収支

固定資産除売却損益 ⑫
特別収支

当期収支差額

簡易版の行政コスト計算書

科 目

～東京都方式の導入に向けて～

① 決算統計「決算収支の状況」「基金の状況」より転記

② 歳入歳出決算書の収入未済額を転記

③ 決算統計「用地取得費の状況」から土木関係費を控除した累計金額を転記

④ 決算統計「普通建設事業費の状況」から土木関係費を控除した累計金額を転記

⑤ 決算統計「用地取得費の状況」のうち土木関係費の累計金額を転記

⑥ 決算統計「普通建設事業費の状況」のうち土木関係費の累計金額を転記

⑦ 決算統計「貸付金、投資及び出資金の状況」より転記

⑧ 決算統計「地方債年度別償還状況」の翌年度償還額（元金）を転記

⑨
決算統計「地方債年度別償還状況」から決算統計「地方債年度別償還状況」の翌
年度償還額（元金）を控除した金額を転記

⑩
Ｎ年度末に全職員（Ｎ年度末退職者を除く）が普通退職した場合の退職手当総額
例：平均給料月額×平均勤続年数における普通退職の退職手当支給率×（年度
末の全職員－年度末退職者）

①

②

③

④

⑤
決算統計「歳出内訳及び財源内訳」の人件費から退職手当支
払額を控除した金額を転記

⑥ 決算統計「歳出内訳及び財源内訳」の物件費を転記

⑦ 決算統計「歳出内訳及び財源内訳」の維持補修費を転記

⑧ 決算統計「歳出内訳及び財源内訳」の扶助費を転記

⑨ 有形固定資産明細表を作成し、減価償却費を転記

⑩
Ｎ年度末退職給与引当金－[（Ｎ－１）年度末退職給与引当金－
Ｎ年度退職金支払額]が正の値であれば、当該金額を計上

⑪
決算統計「地方債現在高の状況」の当該年度利子支払額を計
上

⑫ 固定資産の売却に伴う固定資産計上額と売却額の差額を計上

歳入歳出決算書のＮ年度現年調定額を転記
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新宿区西新宿２－８－１
東京都庁第一本庁舎１２階北側

電話 ０３（５３２０）５９６３
FAX ０３（５３８８）１６２６

Email: s0000539@section.metro.tokyo.jp

東京都会計管理局管理部会計企画課 新公会計制度係

問合せ先

平成21年 2月※禁無断転載


